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平成２２年度 国立大学法人岡山大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

１）アドミッション・ポリシーに関する具体的方策

1 アドミッションセンターは，策定されたディプロマ・ポリシー及びカリキュ

ラム・ポリシーに基づいて，アドミッション・ポリシーを検討する。

2 アドミッションセンターは，本学における秋期入学の問題点やニーズ有無の

調査(情報収集)を行う。

3 教育開発センターは，秋期入学生にとって，現行の教養教育科目の履修手続

き，履修科目，履修時期等にどのような問題点や課題があるかを，教育システ

ムの観点から検証する。

4 言語教育センターは，全学日本語コースの効率的運営方法について検討する。

副専攻（日本語教育）コースを社会人も履修可能とし，日本語教育者の育成に

貢献する。

5 学生支援センターは，各種奨学金支給団体の秋期入学者への奨学金制度の有

無について調査を行う。

【学士教育】

6 アドミッションセンターは，学生の大学での成績を追跡するなどして，継続

的に入試方法の改善を図る。

国際バカロレア・ディプロマ資格を有する者を選抜する入試制度，及び総合

入試（募集単位の拡大）制度を検討する。

【大学院教育】

7 各研究科は，継続的に入学者選抜方法を見直し，改善を行う。

8 国際センターは，ベトナム事務所，中国事務所の機能・役目の更なる強化を

検討する。それらの海外拠点において，岡山大学の魅力を発信，現地の情報収

集を行うとともに，学生募集，面接等の業務実施を可能とすべく手段を講じる。

２）教育課程に関する具体的方策

【学士教育】
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9 教育開発センターは，副専攻制，科目等履修制，学生の学部間移動などの多

様な教育の取り組みについて，現行システムの問題点と課題を整理する。また，

平成２１年度に試行した補習教育を本格実施するとともに，当該教育システム

の検証を行う。

10 言語教育センターは，初年次英語教育について，学生の英語のレベルごとに

教育効果の向上を図るため，授業内容の検討やＦＤ研修を実施する。

11 学士課程教育構築ＷＧは，本学の教育理念に合致した学士力の保証システム

を構築することを目的として，大学自体の到達目標（ディプロマ・ポリシー）

並びに各学部の到達目標を明確にすると共に，それらを達成できるカリキュラ

ムを再編成（カリキュラム・ポリシーの再構築，カリキュラムマップの作成）

し，本学における学士教育の再構築に向けての取り組みを行う。

【大学院教育】

12 大学院教育構築ＷＧ（仮称）は，総合大学院にふさわしいディプロマ・ポリ

シーを明確にすると共に，それらを達成できるカリキュラムを再編成（カリキ

ュラム・ポリシーの再構築，カリキュラムマップの作成）し，岡山大学におけ

る大学院生の学力の質保証システムの構築に向けての取り組みを行う。

13 教育開発センターは，第一期中期目標期間で進めてきた学部・大学院連携科

目ガイドラインに基づき，大学院・学部間の共通科目を各部局で開設できるよ

うに制度整備を進める。

14 教育開発センターは，教員と博士後期課程学生が連携して企画する学際的な

大学院授業科目について，その必要度，要求度など各部局の現状把握を行い，

科目開設可能性に向けて方策を検討する。

15 博士後期課程学生が学際的な研究能力を身につけられる仕組みを構築するた

め，先進事例や学内の実態等について調査する。

３）教育方法に関する具体的方策

【学士教育】

16 教育開発センターは，学生に自発的学習習慣と学習法を獲得させることを目

的として，特に初年次教育における学習の動機付けの工夫を行う。

また，科目ごとの講義内容・到達水準を明確化し，到達すべき学習目標と成

績評価基準をシラバスに記載し，その内容を充実させると共に，分かりやすい

シラバスを作成する。また，シラバスなどをとおして教育内容を学内外へ公表

する。

更に，単位制度を実質化するため，授業時間外学習を促進するための方策を

検討する。
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17 言語教育センターは，授業時間外学習の促進のため，イングリッシュ・カフ

ェ等の更なる充実，並びに自主学習施設の改良を行う。初修外国語の語種ごと

の到達目標をより明確にしシラバスに反映させる。

18 教育開発センター教育システム委員会とＦＤ委員会は，連携してＴＡについ

てのアンケート調査を分析し，現行制度の問題点，実施方法の見直し，今後の

ＴＡ制の在り方等の検証・検討を行う。

また，研究推進産学官連携機構は，ＲＡについて，研究的側面から実態を検

証する。

19 教育開発センターＦＤ委員会は，例えば学生応答・理解度把握システム（い

わゆるクリッカー技術）の導入を検討するなどして，双方向性授業や少人数指

導学習を積極的に推進する。また，ＩＴ活用教育委員会と連携し，ＦＤ活動の

中に e-Learning の普及を位置づけることを検討する。

20 教育開発センターＩＴ活用教育委員会は，ＦＤ委員会との連携により，ＦＤ

活動などの一環とした e-Learning の位置づけを検討するとともに，e-Learning の

全学的な利用促進に向け，WebClass 等の利用者講習会を定期的に開催し，各種

システムのマニュアルを整備拡充する。

21 教育開発センターは，教科書を編纂するための検討委員会を設置し，全学的

にコアとなる授業科目の選定を行うと共に，教科書化に向けた問題点・課題を

検討する。

また，先行執筆された岡山大学版教科書を参考にして，岡山大学オリジナル

教科書の課題，改良点，問題点などを検証する。

【大学院教育】

22 大学院教育構築ＷＧ（仮称）は，岡山大学の教育理念に合致した修了生の育

成の保証システムを構築することを目的として，本学大学院における到達目標

（ディプロマ・ポリシー）の明確化を行う。

23 教育開発センターは，各研究科と連携して，各専攻で策定されたコアカリキ

ュラムの検証と助言を行う。

24 教育開発センターは，大学院生が自らの学習効果の達成状況について整理・

点検すると共にこれを教員が活用し，多面的に評価する大学院生教育指導カー

ドシステムの普及を推進する。

25 教育開発センターは，大学院における教育効果の高い方法・手段について，

アンケート等を用いて大学院教育用教材の開発を検討する。
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26 教育開発センターは，英語による授業に関する学内アンケート調査を分析し，

英語コース授業設置の是非，開設可能分野等について，国際化対応と教育シス

テムの観点から検討する。

４）成績評価に関する具体的方策

27 学士課程教育構築ＷＧは，教育開発センターと連携して，ディプロマ・ポリ

シーに基づく，学習到達度評価をより厳格に実施するための方策を検討する。

また，学習到達度を目視化できる学士力評価チャートシステムを開発する。

28 教育開発センターは，成績評価方法の改善という観点から，既に行われてい

る入試成績と入学後の成績の追跡調査を再検討する。また，その有効性を高め

るという観点から現行の学生・同僚による授業評価の見直しを行う。更に，企

業等が求める学生の能力に関する調査を活用して，教育効果のより効果的な評

価方法の開発・採用に向けた検討を行う。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

１）教職員配置に関する具体的方策

29 教育開発センターは，教育先端教員の教育改善における役割を検討する。

30 教育開発センターは，教員各自の教育実践の在り方を主体的に見直す場とし

てＦＤを機能させ，活性化を推進する。

31 学生支援センターは，校友会のリーダー研修などを合宿形式にして，事務職

員も参加させ，学生とのコミュニケーション能力を向上させる。

32 流動的配置が可能な人員配置枠を使用し，事務職員を教育・学生支援や研究

支援部署へ重点的に人員を配置するとともに，研修（階層別・分野別）を実施

する。

33 教育開発センターは，平成２１年度に個別科目として試行した基礎科目（数

学と理科）の履修状況と教員体制を検証・改善し，実効性の高い補習教育を教

養教育システムに組み込む。

２）教育環境に関する具体的方策

34 附属図書館は，自学自習の環境整備のために，アンケート等を実施し，幅広

い意見を収集する。また，学術情報入手向上のためにホームページや「学術リ

テラシー読本」の改訂を実施する。

情報統括センターでは，キャンパス情報ネットワークへの統合認証制御の導

入など，更なる情報セキュリティの向上に努める。また，学生に対して，無線
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ＬＡＮによる大学内コンテンツへの柔軟なアクセスの提供を行い，自学自習環

境の充実や学習時に必要なＩＣＴ資源の充実などの教育環境整備を行う。

35 教育開発センターは，大学教育におけるＩＴの利活用という観点から，学内

無線ＬＡＮ環境の望ましい在り方について検討し，その整備状況等を踏まえた

うえ，必要に応じて情報統括センター等の関連部局に意見・要望等を提示する。

３）教育の質の改善に関する具体的方策

36 教育開発センターは，各教員の教育改善に向けた高いインセンティブを引き

出すという観点から，既に行われている教員活動評価の改善提案に向けた見直

しを行う。見直しの関連において，学生の教育満足度調査や学生参画型教育改

善の有効性についても検討する。

37 学務部は，環境学研究科等と連携して，ユネスコチェア，ユネスコスクール

などにおけるＥＳＤ教育を学部・大学院の授業に反映させる。

４）医療教育の実施に関する具体的方策

38 医・歯・薬・保健学部門の実務者会議，問題基盤型学習（ＰＢＬ）講習会，

指導者養成講習会を開催し，医療教育の問題点の把握と新しい教育手法の普及

を図るとともに，シミュレーション教育の講習会などを通じて，そのチーム医

療教育への活用の基盤を固める。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

１）生活支援に関する具体的方策

39 学生支援センターは，津島地区に加え鹿田地区の相談体制を充実させる。ま

た，障がい学生支援室の今後の運用上の問題点等の洗い出しを行う。課外活動

施設は，各サークルからの要望に加え，危険度・老朽度による順位付けを行い

改修等の可否を検討する。

40 国際センターは，留学生専門教育教員を含む学部・研究科の留学生担当教員

と国際センター教員の連携協力のもとに留学生相談室を軸とした一元的な留学

生支援活動を実施する。

41 保健管理センターは，学生保健ネットワークの活用及び講演会等の開催を通

じて，メンタル及びフィジカルヘルスの向上を図る。

42 学生支援センターは，本年度から新しい奨学金・研究奨励金制度を導入した

ことにより，当面，制度の問題点の洗い出しを行う。

また，学生が学内でできる業務について，個人情報に関与しない業務の洗い

出しを行う。
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43 国際センターは，「国際交流会館（仮称）」を計画するために，留学生及び外

国人研究員等のニーズを調査分析し，本学の国際交流促進及び外国人支援に資

するための施設とするための基礎資料を作成する。

２）就職支援に関する具体的方策

44 学生支援センターは，各学部・研究科の協力を得て年度内における全学生の

就職状況を把握する仕組みを各学部・研究科へ提案する。合わせてキャリア支

援室を利用した全学生の就職状況を把握する。岡大キャリアナビを個別指導登

録と連動させる。既存のキャリア教育を見直し新たなキャリア基礎科目の内容

の再構築を行う。

45 学生支援センターは，就職活動を支援する学生リーダーの養成体制を充実す

る。

46 学生支援センターは，国公私立大学での大学院生への支援方法の調査及び各

研究科等の協力を得て，博士課程修了者の就職先について現状調査を行う。

47 学生支援センターは，卒業生向けの研修を開催するとともに，就活リーダー

ズ合宿の研修プログラム及び岡大キャリアナビの使用方法等の見直しを行う。

48 国際センターは，卒業，修了した留学生の現状把握に努め，日本国内に在留

する留学生の組織化，帰国留学生の地域別同窓会の立ち上げについて調査検討

する。

２ 研究に関する目標を達成させるための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

１）目指すべき研究の方向性と水準に関する具体的方策

49 社会のニーズに対応した形で，研究活動の現状把握，研究マップの精度等を

向上しつつ，本学の強みとなる基礎研究領域，異分野融合研究領域，先端研究

分野等を抽出し，学内で共有するとともに，適宜，全学的に取り組むプロジェ

クト研究の指定・支援等を行う。

50 若手研究者を対象とした研究支援システム及び若手研究者の交流の仕組みに

基づく活動を着実に実施しつつ，チーム研究への支援等新たな支援策を検討し，

実施する。

２）成果の社会への還元に関する具体的方策

51 「イノベーションシステム整備事業」においてＷｅｂマッチングツール及び

企業・研究者等を対象としたコンテンツ（分野を絞った面的技術マップ等）を
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充実させるとともに，自立型の新たな産学官連携システム構築に着手する。

52 ＪＳＴ新技術説明会への参加・出展等を「イノベーションシステム整備事業」

と連携して企画実施する。

53 研究成果の社会還元を進めるために，各種展示会等での接触企業や共同研究

相手企業を抽出整理し，新たな共同研究の提案に結びつける。また，展示会等

への出展効果の検証を行い，それに基づく新たな戦略的出展支援の仕組みを構

築する。

54 「イノベーションシステム整備事業」におけるＷｅｂマッチングツールを活

用し，中国地域の企業を中心に知財プロデューサーによる企業訪問を実施し，

地域中小企業等との連携を強化する。

55 地域中小企業との連携拡大を図るため，企業訪問によって企業ニーズを把握

し，「プレ共同研究制度」を活用した共同研究の実施を推進する。

56 研究成果を活用した国際貢献ポリシーの策定に着手するとともに，ＪＳＴ支

援により形成されつつある国際特許の確保を推進する。また，国内外を対象と

した効果的な知的創造サイクルの形成に向けた組織機能の検証を行う。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

１）柔軟な研究体制の確立に関する具体的方策

57 全学的に推進すべき研究課題・領域の構築を進め，必要に応じて「全学的プ

ロジェクト研究」として位置付け，支援を行う。

58 「プロジェクト研究教員」を配置すべきプロジェクトについて検討し，必要

と認められるプロジェクトには「プロジェクト研究教員」を配置するとともに，

連携した研究に必要な共同利用研究スペース（オープンラボ）の確保，機器の

共同利用化等を推進する。

２）優秀な研究人材の確保・育成に関する具体的方策

59 重点研究領域における若手人材の確保に向けて，外部への最適な情報提供の

方法等について検討を進めるとともに，海外の大学との連携により優秀な人材

の情報を収集するシステムについて検討を開始する。

60 プロジェクト研究等の評価を実施し，必要と認められる者を「プロジェクト

研究教員」として認定する。

61 平成２１年度に構築したウーマン・テニュア・トラック教員制度を本年度か
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ら実施し，優秀な女性教員を確保する。

62 女性研究者等に対するニーズ調査の実施，平成２１年度に開設した女性サポ

ート相談室の活用，メンター教員を対象としたメンター養成研修の実施，更に

は，人材登録バンクの充実などにより，研究サポート体制を構築する。

63 学内アンケートによりニーズを調査の上，開設した学童保育施設について，

平日放課後開設の検討を進める。また，開設した病児・病後児保育施設と既存

の保育園の運営体制の充実を行う。

64 外国人研究者が研究活動に専念するために必要な環境整備を検討する体制を

構築する。

３）外部資金の獲得と研究資金の投入に関する具体的方策

65 外部資金獲得支援体制のシステム化を検討する。特に，若手研究者の研究段

階に応じた支援体制の構築を検討する。

66 学内プロジェクト研究について，研究の方向性の明確化に資するため，外部

専門家の意見を導入するための仕組みを構築する。

４）研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

67 研究環境の整備を全学的な見地から充実させるため，研究スペースの有効活

用に向けてオープンラボの利用計画を立案する。

68 附属図書館は，平成２１年度に策定した「岡山大学における電子リソースの

整備方針」等に基づいて，電子ジャーナル等の学術情報の持続的な整備を行う。

５）研究水準・成果の検証等に関する具体的方策

69 「全学的プロジェクト研究」等の外部評価規程を整備し，対象となる「全学

的プロジェクト研究」等の外部評価を実施する。

70 研究者カルテの充実及び活用を進め，学術分野毎の評価方法について検討を

開始する。

71 研究の方向性を明確にするために，現在，稼動している岡山大学情報データ

ベースに研究情報を蓄積し，研究及び研究成果検証を支援する。

また，同データベースにおいて，学生の履修情報等を蓄積し，教育評価の検

証を支援する。

３ その他の目標を達成するための措置
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（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

１）地域社会との連携に関する具体的方策

72 中国地域固有の風土を勘案し，大学，地方公共団体，企業が連携する形での

地域活性化策を提言し，主導的に推進する。

73 地域社会の持続的発展のため，産学官融合センター事業として，センター隣

接の公共機関と連携した地域企業の支援体制構築に着手する。

74 岡山大学発ベンチャー企業の調査・分析を行うとともに，起業支援パンフレ

ットの作成に着手する。

75 「イノベーションシステム整備事業」での大学間連携による体系的技術形成

（面的技術マップなど）を推進する。

76 大学間で企業からの技術相談等の課題共有化や産学官連携イベント情報の相

互ＰＲを行う。

77 「大学コンソーシアム岡山」，「科学 Try アングル岡山」及び「岡山オルガノ

ン」での事業をとおして大学間連携を一層推進する。

２）社会貢献に関する具体的方策

78 本学の研究情報を分かりやすく提供するため，学内情報収集システムを改善，

強化するとともに，研究等に係るホームページを充実する。

79 教育開発センターは，本学が実施する各種公開講座の統廃合を含めた抜本的

な見直しに向けて検討を行う。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

１）国際交流・協力に関する具体的方策

80 国際センターは，国際戦略会議において作成した岡山大学の国際化の方針に

基づき，具体策を策定する。開始されたＪＩＣＡとの人材交流を基礎にして，

まず途上国からの研修員受入れを開始する。

81 国際センターは，協定大学との活動実績等の精査・見直しを行い，その成果

を基に，大学間協定締結の新方針を策定する。既存の中国・ベトナムの海外拠

点を考慮しつつ，協定校開拓のための調査を実施し，アジア・ヨーロッパ等，

協定大学拡大の重点地域を選定する。

２）外国人研究者の採用に関する具体的方策

82 国際的な人材の確保に向けて，外部への最適な情報提供の方法等について検
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討を進めるとともに，海外の大学との連携により優秀な人材の情報を収集する

システムについて検討を開始する。

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置

１） 医療の質に関する具体的方策

83 病院は，医療安全管理体制の継続的な維持のために，マニュアル等の見直し

・改訂を行うとともに，安全な抗がん剤投与のための院内システムの運用や持

参薬の安全管理の検討を開始する。また，医療安全活動に関する患者・家族向

けの啓発活動を行う。

84 病院は，ユビキタスな医療情報取得のための環境整備事項を調査するととも

に，患者・家族への適切な情報提供のための患者説明用パンフレットを見直す。

85 病院医療情報部は，ＤＷＨ（data ware house)に関して，諸データ項目の拾い

上げと病院情報システム格納データとの照合を準備し，標準的利用パターに対

する構築の検討と実用性の検証を行い，一般公開に備える。また，ＣＤＳＳ

（clinical decision suport system)の適用に関する検討と病院情報システムへの実装

による検証を行う。

86 病院腫瘍センターは，医療情報部と連携して入院患者院内がん登録の登録率

の向上を目指すとともに，外来患者がん登録の体制整備を進める。また，治験

センターとも連携して，院内で実施されているがんに関する臨床試験及び治験

に関する情報の収集・提供が可能な体制を整備する。

87 病院は，各診療科の先進医療・高度医療技術の開発計画を調査し，積極的に

開発すべきものを選定する。また，開発支援の方法及び医科・歯科の連携が可

能な先進医療・高度医療技術について，調査・検討を行う。

88 病院歯科は，歯槽骨を中心とする歯周組織の再生医療を実施する。安全性と

確実性を高めるために，総合的な臨床カンファレンスの実施を一般化し，病院

内の指針作りを行う。また，治療の高度化を目指すための生物学的及び生体材

料学的な臨床研究を一層進める。

２）医療の連携と中核拠点に関する具体的方策

89 病院総合患者支援センターは，医療連携機能を充実させるため，「医療連携

実務者会」を開催するとともに歯科部門に責任者を配置し，運営上の問題点に

ついて検討する。

90 病院は，総合患者支援センターを中心に，電子カルテ情報の地域医療機関と

の共有範囲・運用等の検討，診療画像情報の地域医療機関とのネットワーク化



- 11 -

のモデル運用開始及び携帯電話機等による遠隔医療の実施計画の立案を行う。

91 病院は，歯科の画像検査受け入れ態勢を強化するため，口腔検査・診断セン

ターの設置を計画する。また，歯科地域連携推進のため，地域歯科医師会に対

し，検査内容，依頼方法等の要望に関するヒアリングを行うとともに，本院に

おける推進体制の整備について検討を行う。

92 病院腫瘍センターは，５大がんの地域連携クリティカルパスの整備及びがん

化学療法に特化した外来設置を計画する。また，緩和ケア研修会や医療従事者

を対象とした講演会等を開催し，緩和ケアチームの周知を行い，紹介患者数の

増加を推進する。

93 病院総合患者支援センターは，他医療機関のボランティア活動に関する調査

及び院内のボランティアの意見・要望調査を行い，本院のボランティア活動体

制及び活動について，見直しを行う。

94 病院新医療研究開発センターは，疾患別臨床研究（治験）ネットワークを構

築するための基盤整備及び体制整備を行うとともに，国際共同研究を支援する。

95 病院は，ベトナムのハノイ循環器センターと国際交流協定を締結するほか，

ハイファン医科大学と今後の派遣等について，動向調査及び計画案の策定を検

討する。また，東南アジアにおける医療協力を検討するほか，ベトナムのニン

ビン省への口唇・口蓋裂治療治療支援活動を継続して実施する。

３）医療人の育成に関する具体的方策

96 病院は，医療人育成として実施されている大学院専門医コースやがんプロフ

ェッショナル養成コースの実態を把握し，問題点を抽出する。

97 病院は，歯系臨床専門医コースやレジデントコースの現状の問題点と解決策

の参考を得るためのアンケートを作成し，経験者から意見を収集する。

98 病院卒後研修センター医科研修部門は，２年目から専門研修に準じた研修が

可能となるプログラムを作成し，後期研修へとシームレスに移行することがで

きるよう配慮する。また，研修医が１年目から大学院教育を受けることができ

るプログラムをスタートさせる。

歯科研修部門は，研修終了後の進路選択において，専門医研修又は大学院進

学も考慮できるように各専門診療科及び研究分野を紹介する機会を設ける。

99 病院は，学部学生・研修医・大学院生を対象とした教育環境整備を検討する

とともに，アメニティーの向上を行う。
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４）病院経営に関する具体的方策

100 病院は，経営戦略会議において客観的で迅速な経営分析を行い，更なる経

営改善を図るために，適切な経営指標・臨床指標の迅速な収集を行う。

101 病院は，平成２１年度に実施した病床稼働率向上対策の効果を検証し，病

棟・診療科別に病床の稼働を分析し今後の推進方法を検討する。

102 病院は，各診療科の必要とするベッド数，看護単位を定期的に見直しをし，

外来・入院機能の適正化に努める。また，歯科では，チェアの有効利用を図る

ため，チェアマネジメントについて検討する。

103 病院は，医療機器等の効率的運用方法，不良在庫のチェック等問題点の洗

い出しを行う。

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置

104 教育学部は，附属学校の組織運営の改善に繋げるため，教育委員会等と連

携して，地域・社会が求めるニーズの把握に努める。

105 教育学部は，附属学校園間の接続期における教育の実施体制並びにキャリ

ア教育に視点を置いた特別支援学校１２年一貫教育の在り方について検討する。

106 教育学部は，学部・附属学校園間連携のもと，教員養成教育等を一層充実

する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

107 情報統括センターを設置し，学内のＩＴ環境を一元的に管理するとともに

情報収集や情報分析を行う体制を確立する。また，学長室をより戦略的に改組

し，情報統括センターと連携した経営戦略の立案機能を強化する。

108 引き続き部局連絡会を実施する。

また，平成２１年度に取りまとめられた「本学における会議，委員会及び部

局等の運営方法見直しについて(提言)」に基づき，研究科中心の運営体制の整

備について具体的に検討し，整備を進める。

109 工学部は，現在の７学科を４学科に改組を行い，併せてカリキュラム改革

を行う。大学院自然科学研究科は，有為な人材を社会に送り出すべく新たな教

育方法等について検討を行う。

他の教育研究組織についても，社会的なニーズと適合しているか，規模の適

正性等について学内ヒアリングを実施しその取り巻く環境について調査を行う。
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110 歯学部は，平成２３年４月に入学定員７名を削減する。

111 事務職員の個性・特性に応じた人的資源の効率的活用を推進するため，専

門職種に専門職員を配置する。

112 第一期中期目標期間での各年度評価，中間評価，確定作業後の評価に係る

評価結果を取りまとめて検証し，大学運営等の改善に活用する。

また，評価結果を資源配分に反映させることを検討する。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

113 グループリーダーを核とするグループ制を導入し，事務組織をフラット化

させ，事務の効率化を行う。また，流動的配置が可能な人員配置枠を使用し，

事務職員を教育・学生支援や研究支援部署へ重点的に人員を配置する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金，寄付金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための

措置

114 外部資金の戦略的獲得を目指すため，科学技術基本計画等，国の政策と岡

山大学が作成する研究戦略マップ等を勘案したプロジェクト提案ができる体制

を検討する。

115 産学連携コーディネーター等による教員と地域並びに全国的な企業との接

点形成を促進することで，受託研究，共同研究，寄附金等の増加に努める。

116 外部研究資金の獲得増加を図るため，企業訪問によって企業ニーズを把握

し，「プレ共同研究制度」を活用した共同研究の実施を推進する。

117 病院の経営計画等を基に中長期的な病院収支シミュレーションを作成する。

118 病院は，経営戦略会議において，病院運営の効率化・適正化を図るととも

に，毎月の診療科長等会議において，病院運営状況を報告し，効率化・適正化

について分析・検証する。

119 知財収入の増加を図るため，企業ニーズにきめ細かく対応できるように本

学の技術移転形態の多様化を推進する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

(１）人件費の削減に関する具体的方策

120 本学人件費削減計画に基づき，人員を計画どおり削減する。
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(２）人件費以外の経費の削減に関する具体的方策

121 経費節減に向けて重点取組事項を予め設定し，各部局の取組状況を適時把

握し，評価するとともに，情報を共有し，全学的な取組を推進する。

また，キャンパスマネジメント委員会において，維持管理経費や整備経費の

抑制を図るため，施設の共同利用化，設備の集中化・共同利用化等について検

討する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

122 キャンパスマネジメント委員会において，施設の共同利用化，設備の集中

化・共同利用化等について検討するとともに，更なる共同利用化等のための具

体的な方策を検討する。

123 土地及び建物の使用状況を把握し，遊休状態等になっている場合は，学内

利用を検証し，用途変更等の検討を行う。また，学内利用が困難と判断された

土地については，売却等の具体的な方策を検討する。

124 資金の状況を適時把握するとともに，金融機関の経営状況等を確実に把握

し，長期・短期の効率的な資金運用を行う。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために

とるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

125 第一期中期目標期間での第三者評価結果を検証し，個人及び組織の評価を

確実に実施する。

126 個人・組織・大学の各評価を確実に実施するとともに，制度に係る問題点

等を取りまとめて現状を把握する。

２ 情報公開等や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

127 広報戦略会議において，全学横断的広報戦略を立案する。当該広報戦略に

基づき，教育，研究，社会貢献及び大学の運営などの状況について，体制整備

やホームページの掲載情報の整理・充実などの情報収集・発信機能の充実に向

けた検討を行い，順次実施する。更に，広聴活動を継続的に実施して広報活動

の効果を把握・分析し，広報戦略に反映させる。

また，学内広報の充実のため文書データベースの導入などによる本部及び各

部局等における情報共有化に向けた検討を行い，順次実施する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置
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128 教育研究の進展に対応した施設を確保するため，薬学部校舎等の耐震改修

及び増築を行うとともに，耐震性の劣る施設及び機能が著しく劣る施設の整備

の実現に向けた取組を推進する。先端医療に対応した病院の再生のため，中央

診療棟の整備を計画的に実施する。また，これらの施設整備にあたり環境負荷

の低減を推進する。

129 優秀な外国人研究者及び留学生の獲得に資するため，国際交流会館（仮称）

及び既存の宿泊施設の改修整備の実現に向けた計画の立案等を実施する。

130 施設パトロールによる整備事業の評価結果及び施設整備計画に基づき，危

険箇所の改善及びバリアフリー対策について，計画的な整備を行う。また，施

設整備の実施にあわせて，学生のコミュニケーション等を促進するためのスペ

ースを確保する。

131 研究環境の整備を全学的な見地から充実させるため，関係部署との連携の

もと，研究スペースの有効活用に向けてオープンラボの整備計画を立案する。

132 既存施設の有効活用を一層推進するため，施設有効活用のルールに基づき，

各部局毎の改善計画策定を支援するともに，具体的な施設の有効活用の実施に

着手する。

133 施設有効活用のルールに基づき，共同利用スペースの有効活用を図るため，

スペースチャージ制度の導入による効果を検討し，各部局の導入の支援を行う。

134 教育研究環境整備費の一定割合を省エネルギー設備の導入にあてるなど，

環境負荷の低減について検討し実施を行う。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

135 危機管理室は，危機管理指針に基づき，危機管理体制を構築し，危機要因

の洗い出し，分析を行い，個別マニュアルを整備・充実させる。

136 危機管理室は，事件・事故情報・ヒヤリハット情報を収集及び分析する体

制を構築する。

137 危機管理室は，危機管理指針及び個別マニュアルに基づき，各リスクに対

応した啓発活動・研修等を充実させる。

138 岡山大学情報セキュリティポリシーに基づき，不正アクセスや情報漏洩か

ら学内の情報資産を保護するため，岡山大学情報セキュリティポリシー実施規

程・実施手順を普及するなどし，更なる情報セキュリティの向上を推進する。
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また，教職員を対象にした情報セキュリティ講習会を実施し，啓発活動を引

き続き行う。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

139 全理事は，担当業務における関係法令に関して，全学教職員に対して啓発

活動を行うため，定期的な研修，講習会等を実施する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

１．短期借入金の限度額

４７億円

２．想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れすることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

（附属病院）

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本学の

敷地及び当該借入れにより取得する建物を担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上及び組織運営の改

善・効率化並びに高度先進医療等の充実に必要な経費に充当する。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予 定 額 財 源
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総額

・(津島)総合研究棟改修 3,296 施設整備費補助金 （ 2,164 ）

（薬学系） 船舶建造費補助金 （ 0 ）

・(医病)中央診療棟 長期借入金 （ 1,050 ）

・(医病)三朝医療センター耐 国立大学財務・経営センター

震改修 施設費交付金 （ 82 ）

・（津島）耐震・エコ再生

・小規模改修

・総合画像診断システム

・超音波診断システム

・高精度放射線治療システム

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備

の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることも

あり得る。

２ 人事に関する計画

１）方針

教育研究をはじめとする各分野において質の向上と個性化を推進し，国際競

争力のある大学づくりを実現していくため，引き続き優秀な人材の確保に努め

るとともに，大学全体として教職員配置数を一元的に管理することとし，全学

的方針により組織編成し，人員配置を行うこととする。

２）人材の確保，人材の養成などについての計画

① 教員については，優秀な人材を確保するため，テニュア・トラック制を

推進するとともに，外国人研究者が研究活動に専念するために必要な環境

整備を検討する体制を構築する

また，ウーマン・テニュア・トラック教員制度の実施やニーズに応じた

研究サポート体制の構築，女性サポート相談室の活用，メンター養成研修

の実施等により，女性研究者の研究と家庭の両立支援を行い，優秀な女性

研究者を確保する。

② 事務系職員の人材確保は，国立大学法人等職員採用試験の合格者からの

採用を基本とするが，非常勤職員からの登用や専門性が高い業務について

選考採用を実施することなどにより，多様な人材を確保する。

③ 他機関との人事交流を推進し，学内研修（階層別研修，専門的研修）の

開催，文部科学省や人事院等が開催する研修へ職員を参加させることなど

により，職員の資質の向上を図る。
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（参考1）平成 22年度の常勤職員数 2,306人

また，任期付職員数の見込みを 292人とする。

（参考2）平成 22年度の人件費総額見込み 26,654百万円

（別紙）

○ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

（別表）

〇 学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・学

級数
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（別表）学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・

学級数

文学部 人文学科 ７００人

教育学部 学校教育教員養成課程 １０００人

養護教諭養成課程 １２０人

（うち教員養成に係る分野１１２０人）

法学部 法学科

昼間コース ８２０人

夜間主コース ８０人

経済学部 経済学科

昼間コース ８２０人

夜間主コース １６０人

理学部 数学科 ８０人

物理学科 １４０人

化学科 １２０人

生物学科 １２０人

地球科学科 １００人

第３年次編入 ４０人

医学部 医学科 ５９７人

第２年次編入 ５人

第３年次編入 ２０人

保健学科 ６４０人

第３年次編入 ４０人

（うち医師養成に係る分野６２２人）

歯学部 歯学科 ３３０人

第３年次編入 ２０人

（うち歯科医師養成に係る分野３５０人）

薬学部 薬学科 ２００人

創薬科学科 １６０人

工学部 機械工学科 ３２０人

物質応用化学科 ２４０人

電気電子工学科 ２４０人

情報工学科 ２４０人

生物機能工学科 ３２０人

システム工学科 ３２０人

通信ネットワーク工学科 １６０人

第３年次編入 ６０人

環境理工学部 環境数理学科 ８０人

環境デザイン工学科 ２００人

環境管理工学科 １６０人

環境物質工学科 １６０人
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農学部 総合農業科学科 ４８０人

社会文化科学研究科

博士後期課程 社会文化学専攻 ３６人

博士前期課程 社会文化基礎学専攻 ５４人

比較社会文化学専攻 ８０人

公共政策科学専攻 ３８人

組織経営専攻 ２８人

自然科学研究科

博士課程（５年一貫） 地球惑星物質科学専攻 ８人

博士後期課程 先端基礎科学専攻 ３３人

産業創成工学専攻 ６９人

機能分子化学専攻 ６９人

バイオサイエンス専攻 ８４人

地球物質科学専攻 ４人

博士前期課程 数理物理科学専攻 ７２人

分子科学専攻 ４６人

生物科学専攻 ４０人

地球科学専攻 ３２人

機械システム工学専攻 １６６人

電子情報システム工学専攻 １５２人

物質生命工学専攻 １３４人

生物資源科学専攻 ８４人

生物圏システム科学専攻 ５２人

医歯薬学総合研究科

博士課程 生体制御科学専攻 １６０人

病態制御科学専攻 １４４人

機能再生・再建科学専攻 １２０人

社会環境生命科学専攻 ８８人

修士課程 医歯科学専攻 ４０人

医歯薬学総合研究科

博士後期課程 創薬生命科学専攻 ４８人

博士前期課程 薬科学専攻 ４０人

創薬生命科学専攻 ６５人

保健学研究科

博士後期課程 保健学専攻 ３０人

博士前期課程 保健学専攻 ５２人

環境学研究科

博士後期課程 社会基盤環境学専攻 １８人

生命環境学専攻 １５人
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資源循環学専攻 ３３人

博士前期課程 社会基盤環境学専攻 ６０人

生命環境学専攻 ５２人

資源循環学専攻 １００人

教育学研究科

修士課程 学校教育学専攻 １２人

発達支援学専攻 １８人

教科教育学専攻 ９４人

教育臨床心理学専攻 １６人

専門職学位課程 教職実践専攻 ４０人

法務研究科

専門職学位課程 法務専攻 １６５人

特別支援教育特別専攻 １５人

科

別科 養護教諭特別別科 ４０人

附属小学校 ７４４人

学級数 ２２

附属中学校 ６００人

学級数 １５

附属特別支援学校 ６０人

学級数 ９

附属幼稚園 １４４人

学級数 ６
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２２年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収 入
運営費交付金 １８,８５６
施設整備費補助金 ２,１６４
船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 ０
補助金等収入 ８８７
国立大学財務・経営センター施設費交付金 ８２
自己収入 ３１,８０９

授業料、入学金及び検定料収入 ７,７７０
附属病院収入 ２３,６６５
財産処分収入 ０
雑収入 ３７４

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３,９４７
引当金取崩 ２７３
長期借入金収入 １,０５０
貸付回収金 ４
承継剰余金 ０
目的積立金取崩 ０

計 ５９,０７２

支 出
業務費 ４８,５５４

教育研究経費 ２４,１３４
診療経費 ２４,４２０

施設整備費 ３,２９６
船舶建造費 ０
補助金等 ８８７
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ３,９４１
貸付金 １０
長期借入金償還金 ２,３８４
国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０

計 ５９,０７２

[人件費の見積り]

平成２２年度中総額２６,６５４百万円を支出する（退職手当は除く）。

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額２０,１３５百万円）

『「運営費交付金」のうち、平成２２年度当初予算額１８,５０６百万円、前年度よりの繰

越額のうち使用見込額３５０百万円』

『「施設整備費補助金」のうち、平成２２年度当初予算額９７６百万円、前年度よりの繰

越額１,１８８百万円』
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２．収支計画

平成２２年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ５５,８４２
経常費用 ５５,８４２

業務費 ５０,６０９
教育研究経費 ６,６３７
診療経費 １２,９３６
受託研究経費等 １,３３７
役員人件費 ３９５
教員人件費 １６,６４８
職員人件費 １２,６５６

一般管理費 １,２１９
財務費用 ５３２
雑損 ０
減価償却費 ３,４８２

臨時損失 ０

収益の部 ５６,２３２
経常収益 ５６,２３２

運営費交付金収益 １８,３８４
授業料収益 ７,１１６
入学金収益 ９９８
検定料収益 １８３
附属病院収益 ２３,６６５
受託研究等収益 １,５１９
施設費収益 １４９
補助金等収益 ３０２
寄附金収益 １,６０８
財務収益 ５０
雑益 １,１９０
資産見返運営費交付金等戻入 ３６２
資産見返補助金等戻入 １４１
資産見返寄附金戻入 ４９５
資産見返物品受贈額戻入 ７０

臨時利益 ０

純利益 ３９０

目的積立金取崩益 ０

総利益 ３９０

（注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。
（注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成２２年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ６８,９４０

業務活動による支出 ５１,１６９

投資活動による支出 ４,７５３

財務活動による支出 ３,１５０

翌年度への繰越金 ９,８６８

資金収入 ６８,９４０

業務活動による収入 ５５,１０３

運営費交付金による収入 １８,５０６

授業料・入学金及び検定料による収入 ７,７７０

附属病院収入 ２３,６６５

受託研究等収入 １,５１９

補助金等収入 ８８７

寄附金収入 １,５６６

その他の収入 １,１９０

投資活動による収入 ２,３２１

施設費による収入 ２,２４６

その他の収入 ７５

財務活動による収入 １,０５０

前年度よりの繰越金 １０,４６６
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